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Abstract 本研究においては、国際私法統一規則と反致との関係について検討する目的で、一連のEU の国際

私法統一規則と反致との関係について分析した。特に、狭義の反致及び転致を認める、2012年の
相続統一規則第34 条の規定の根拠について検討した。相続統一規則以前の国際私法統一規則であ
る、契約債務の準拠法に関するローマⅠ規則、契約外債務の準拠法に関するローマⅡ規則、離婚及
び法定別居の準拠法分野に関するローマⅢ規則は原則として、反致を認めないが、相続統一規則
第34 条は狭義の反致及び転致を認めている。このような反致に対する個々のEU国際私法統一規則
の立場の根拠について分析したほか、相続統一規則第34条の規定の内容・趣旨、さらにこの規定
のEU国際私法に対するインパクトについて検討した。本研究の研究業績として、慶應法学第54号
に「EU国際私法における反致—EU相続規則第34条の反致規定について—」と題する論稿を発表
した。
This study on Renvoi in European Private International Law analyzed an attitude towards renvoi in
the EU regulations. The EU Succession Regulation has a provision on renvoi: Article 34. The
purpose of this study is to describe the content and purpose of the Article 34 of the EU Succession
Regulation.
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研究課題（日本語）
2012 年のEU 相続統一規則における反致規定について

研究課題（英訳）
Renvoi in European Private International Law: Article 34 Renvoi, in the EU Succession Regulation.

１．研究成果実績の概要
本研究においては、国際私法統一規則と反致との関係について検討する目的で、一連のEU の国際私法統一規則と反
致との関係について分析した。特に、狭義の反致及び転致を認める、2012年の相続統一規則第34 条の規定の根拠
について検討した。相続統一規則以前の国際私法統一規則である、契約債務の準拠法に関するローマⅠ規則、契約外
債務の準拠法に関するローマⅡ規則、離婚及び法定別居の準拠法分野に関するローマⅢ規則は原則として、反致を認
めないが、相続統一規則第34 条は狭義の反致及び転致を認めている。このような反致に対する個々のEU国際私法統
一規則の立場の根拠について分析したほか、相続統一規則第34条の規定の内容・趣旨、さらにこの規定のEU国際私
法に対するインパクトについて検討した。本研究の研究業績として、慶應法学第54号に「EU国際私法における反
致—EU相続規則第34条の反致規定について—」と題する論稿を発表した。

２．研究成果実績の概要（英訳）
This study on Renvoi in European Private International Law analyzed an attitude towards renvoi in the EU
regulations. The EU Succession Regulation has a provision on renvoi: Article 34. The purpose of this study is to
describe the content and purpose of the Article 34 of the EU Succession Regulation.
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